
別表第２（第５条関係） 

財 務 諸 表 

第１号表 

貸 借 対 照 表 

                       年 月 日                          事業者名 

資  産  の  部 

Ⅰ 流動資産 

１ 現金及び預金                                ××× 

２ 受取手形                                  ××× 

３ 未収運賃                                  ××× 

４ 未収金                                                                     ××× 

５ 未収収益                                                                   ××× 

６ 短期貸付金                                                                 ××× 

７ 有価証券                                                                   ××× 

８ 貯蔵品                                                                     ××× 

９ 前払金                                                                     ××× 

10 前払費用                                                                   ××× 

11 繰延税金資産                                                               ××× 

12 特定都市鉄道整備積立金                                                     ××× 

13 ・・・・・                                                                 ××× 

14 その他の流動資産                                                           ××× 

15 貸倒引当金                                                                 ×××   

流動資産合計                                                                 ××× 

 

Ⅱ 固定資産 

Ａ 鉄道事業固定資産 

１ 有形固定資産                                        ××× 

        有価償却累計額                                      ×××   ××× 

２ 無形固定資産                                                 ×××  ××× 

Ｂ （何）業固定資産 

１ 有形固定資産                                            ××× 

有価償却累計額                                          ×××  ××× 

２ 無形固定資産                                                    ×××  ×××  

Ｃ 各事業関連固定資産 

１ 有形固定資産                                            ××× 

有価償却累計額                                          ×××  ××× 

２ 無形固定資産                                                    ×××  ××× 

Ｄ その他固定資産                                                            ××× 

Ｅ 建設仮勘定 

１ 鉄道事業                                                        ××× 

２ （何）業                                                        ×××  ××× 

Ｆ 投資その他の資産 



     １ 関係会社株式                                                    ××× 

     ２ 投資有価証券                              ××× 

     ３ 関係会社出資金                             ××× 

     ４ 出資金                                 ××× 

     ５ 長期貸付金                               ××× 

   ６ 長期前払費用                              ××× 

   ７ 繰延税金資産                              ××× 

   ８ ・・・・・                               ××× 

   ９ その他の投資等                             ××× 

   10 貸倒引当金                               ××× ××× 

       固定資産合計                                    ××× 

 

Ⅲ 繰延資産 

１ 災害損失等繰延額                                 ××× 

２ ・・・・・                                    ××× 

繰延資産合計                                    ××× 

資産合計                                      ××× 

 

負 債 の 部 

Ⅳ 流動負債 

１ 支払手形                                 ××× 

２ 短期借入金                                ××× 

３ １年以内償還社債                             ××× 

４ 未払金                                  ××× 

５ 未払費用                                 ××× 

６ 未払法人税等                               ××× 

７ 繰延税金負債                               ××× 

８ 預り連絡運賃                               ××× 

９ 預り金                                  ××× 

10 前受運賃                                 ××× 

11 前受金                                  ××× 

12 前受収益                                 ××× 

13 （何）引当金                               ××× 

14 ･･････････････････                            ××× 

15 その他の流動負債                             ××× 

流動負債合計                                ××× 

Ⅴ 固定負債 

１ 社債                                   ××× 

２ 長期借入金                                ××× 

３ 繰延税金負債                               ××× 

４ のれん                                  ××× 

５ 新幹線鉄道大規模改修引当金                        ××× 



６ （何）引当金                               ××× 

７ ・・・・・                                ××× 

８ その他の固定負債                             ××× 

固定負債合計                                ××× 

Ⅵ 特別法上の準備金 

１ 特定都市鉄道整備準備金                          ××× 

特別法上の準備金合計                            ××× 

負債合計                                  ××× 

純 資 産 の 部 

Ⅶ 株式資本 

１ 資本金                                  ××× 

２ 新株式申込証拠金                             ××× 

３ 資本剰余金                             

(1) 資本準備金                           ××× 

(2) その他の資本剰余金                       ××× 

資本剰余金合計                           ××× 

４ 利益剰余金 

(1) 利益準備金                           ××× 

(2) その他の利益剰余金 

（何）積立金                            ××× 

繰越利益剰余金                          ××× 

利益剰余金合計                           ××× 

５ 自己株式                                  ××× 

６ 自己株式申込証拠金                             ××× 

株式資本合計                                                                   ××× 

Ⅷ 評価・換算差額等 

１ その他有価証券評価差額金                         ××× 

２ 繰延ヘッジ損益                              ××× 

３ 土地再評価差額金                             ××× 

評価・換算差額等合計                                                        ××× 

Ⅸ 新株予約権                                      ××× 

純資産合計                                ××× 

負債純資産合計                              ××× 

 

備考 

１ 鉄道事業（軌道事業を除く。）と併せて軌道事業を営む場合には、鉄道事業固定資産及び建設仮勘定をそ

の事業ごとに記載する。 

２ 鉄道事業以外の事業を兼営する場合には、（何）業固定資産を主要な事業ごとに記載する。 

３ 不動産業、物品販売業、製造業等を兼営する場合には、各部の項目について一般の商工業の例にならつ

て別の科目を設けることができる。 

４ 期限が決算期後１年以内となつた長期借入金は、短期借入金の次に「１年以内に返済ずる長期借入金」

として表示することができる。 



５ 会社法第 435 条第２項の規定により作成する場合には、様式を勘定式とすることができる。 

６ 会社法第 435 条第２項の規定により作成する場合には、各有形固定資産に対する減価償却累計額は、当

該各有形固定資産の金額から直接控除し、その控除残高を当該各有形固定資産の金額として表示すること

ができる。 

７ 会社計算規則第118条第４項の規定により固定資産の部の各事業の固定資産の款を細分する科目の記載

を省略する場合又は前項の規定により減価償却累計額を控除した残額のみを記載する場合は、各事業の有

形固定資産ごとに、又はこれらを一括して減価償却累計額を注記しなければならない。 

８ 会社法第 435 条第２項の規定により作成する場合には、各有形固定資産に対する減損損失累計額は、９

及び 10 の規定による場合のほか、当該各有形固定資産の金額（６の規定により有形固定資産に対する減

価償却累計額を当該有形固定資産の金額から直接控除しているときは、その控除後の金額）から直接控除

し、その控除残高を当該各有形固定資産の金額として表示しなければならない。 

９ 減価償却を行う各有形固定資産に対する減損損失累計額は、当該各有形固定資産の項目に対する控除項

目として、減損損失累計額の項目をもつて表示することができる。ただし、これらの有形固定資産に対す

る控除項目として一括して表示することを妨げない。 

10 ９の規定により減価償却累計額及び減損損失累計額を控除項目として表示する場合には、減損損失累計

額を減価償却累計額に合算して、減価償却累計額の項目をもつて表示することができる。 

11 流動資産の部に記載すべき繰延税金資産と流動負債の部に記載すべき繰延税金負債とがある場合には、

その差額を繰延税金資産又は繰延税金負債として記載しなければならない。投資その他の資産の部に記載

すべき繰延税金資産と固定負債の部に記載すべき繰延税金負債とがある場合についても、同様とする。 

12 自己株式は控除する形式で記載しなければならない。 

 


